
(単位：円)

流 動 資 産 36,707,717 流 動 負 債 391,031,745

4,403,472 335,211,790

13,604,130 6,000,000

233 18,617,635

16,370,937 12,228,893

1,125,780 777,500

159,675 10,469,300

464,827 5,400,524

302,863 281,630

275,800 1,314,950

729,523

固 定 資 産 308,474,567 固 定 負 債 93,260,894

有形固定資産 304,300,900 61,000,000

35,780,647 26,395,900

109,844 5,864,994

70,138

4,655,181

631,031 負 債 合 計 484,292,639

263,054,059

株 主 資 本 △ 139,110,355

無形固定資産 454,602 資本金 37,500,000

1 資本剰余金 10,000,000

454,601 利益剰余金 △ 186,610,355

11,875,000

投資その他の資産 3,719,065 △ 198,485,355

1,070,005 11,000,000

100,000 △ 209,485,355

2,549,060

純 資 産 合 計 △ 139,110,355

345,182,284 345,182,284資    産    合    計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他 の 投 資 等

投 資 有 価 証 券 別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

諸 施 設 利 用 権

利 益 準 備 金

そ の 他 の 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア

出 資 金

土 地 純　　資　　産　　の　　部

機 械 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

器 具 備 品

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

構 築 物 そ の 他 の 固 定 負 債

仮 払 金 前 受 金

そ の 他 の 流 動 資 産

そ の 他 の 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

建 物

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

前 払 利 息 預 り 金

未 収 金 未 払 金

未 収 収 益 未 払 費 用

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

売 掛 金 １ 年 以 内 長 期 借 入 金

貸 借 対 照 表
(2022年3月31日現在)

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

第　49　期　決　算　公　告

2022年6月27日
岐阜県多治見市田代町一丁目65番地
東 鉄 タ ク シ ー 株 式 会 社

代　表　取　締　役　　今　川　孝　英



            重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法

その他有価証券

　　　　　時価のあるもの･･･････････決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　  原価は移動平均法により算定）

　　　　　時価のないもの･･･････････移動平均法による原価法

2.有形固定資産の減価償却方法

定率法を採用しております。

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに 

２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

一括償却資産は３年均等償却を採用しております。

２００７年３月３１日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した期の翌期から５年間で均等償却する方法によっております。

２０１２年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しております。 また、保有する有形固定資産のう

ち車両運搬具については、運用実態に即した定額法を採用するとともに耐用年数

も変更しております。

3.無形固定資産の減価償却方法

定額法を採用しております。

なお、自社で使用しているソフトウェアについては、利用可能期間 （５年） に基づい

て償却しております。

個別注記表



4.リース資産の減価償却方法

所有権移転外ファイナンスリース取引にかかるリース資産については、リース期間

を耐用年数として残存価格を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が２００８年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス

リース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。

5.引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権･貸付金等の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、 貸倒懸念債権等特定の債権については 個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支

給見込額基準により計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、 内規に基づく 期末要支給額を

計上しております。

6.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

当期純損益金額

当期純損失 円70,788,973


